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　全日病の医療従事者委員会が行った
「雇用における人材紹介会社に関する
アンケート」の結果が９月26日の常任
理事会で報告された。紹介会社の斡旋
で医師を雇用した場合の費用は、１人
当たり332.5万円となり、６年前の調
査と比べて131.5万円増加したことが
わかった。紹介会社に支払う斡旋手数
料が病院経営を圧迫している。
　調査は会員病院（2,552施設）を対象
に４～５月に実施し、332施設から回
答を得た（回答率13％）。今回は、医師、
看護師に加え、 新たに看護補助者、介
護職についても調査した。常任理事会
で井上健一郎常任理事が、2014年度の
前回調査と比較した結果を説明した。
　調査結果から常勤医師の新規雇用
ルートをみると、紹介会社の斡旋が全
体の15.1％となり、前回調査（12.1％）

　厚生労働省の医師の働き方改革の推
進に関する検討会（遠藤久夫座長）は
９月30日、働き方改革に伴い2024年度
から施行される医師への時間外労働規
制の特例について、新たな類型を設け
ることを了承した。医師への基準では、
通常のＡ水準、特例のＢ・Ｃ水準があ
る。Ｂ水準は年間の時間外労働が通常
の960時間より長い1,860時間まで認め
られる。新たにＢ水準の類型を設ける
こととし、単独の病院勤務では960時
間を超えないが、兼業先を含めると、
960時間を超えてしまう病院を対象と
する。
　厚労省によると、病院勤務医の約６
割が複数の医療機関に勤務している。
兼業先の数は、１か所が26％、２か所
が16％、３か所が９％、４か所以上が
７％である。大学病院に限ると、９割
以上が複数の医療機関に勤務している。
兼業先の数は、大学病院だと２か所ま
でが過半を占める。
　週の労働時間では、単独の病院で年
間の時間外・休日労働が960時間を超
える週60時間以上の医師は、病院全体
で28％、大学病院で24％となっている。
大学病院の方が若干低いが、兼業先の
労働時間を通算すると、大学病院では
さらに23％が、週60時間を超える。大
学病院で特に、兼業先を含めるとＡ水
準を満たせない医師が多く出てくるこ
とがわかった（右図参照）。

大学や地域医療支援病院を想定
　労働基準法により、副業・兼業を行
う労働者は、労働時間を通算し、時間
外労働規制を受ける義務がある。これ
までＢ水準は、単独の病院で、時間外
労働が年間960時間を超える医師が勤
務していることを想定し、Ｂ水準の病
院を指定することになっていた。具体
的には、三次医療機関や、年間救急車
受入台数千台以上の二次救急医療機関
などに、Ｂ水準を認めるとしていた。
　しかし、兼業先の労働時間を通算す

を３ポイント上回り、紹介会社経由の
採用が増えている。とくに２大都市圏

（東京・神奈川・埼玉＋大阪・京都・
兵庫・奈良）では、紹介会社経由の採
用が28.8％となり、前回調査（17.4％）
と比べて11.4ポイント増えた。２大都
市圏以外の地域では、紹介会社斡旋が
7.4％となり、前回調査（9.8％）より低
下した。２大都市圏以外では医局人事
による採用が70.7％となって前回調査

（56.0％）を14.7ポイント上回り、医局
への依存が強まっている。
　１人当たりの費用をみると、紹介会
社の斡旋は平均332.5万円。前回調査

（201万円）と比べ131.5万円増加した。施
設当たりでは、医師の斡旋に平均523.2
万円を支払っている。前回調査（337万
円）と比べ、186.2万円の増となった。
　常勤看護職（准看護師含む）の新規

ると、時間外労働が年間960時間を超
える医師が、特に大学病院などで少な
くないことがわかり、そのような医師
は医局からの要請により、関連病院に
派遣され、地域医療を支えている面が
あることから、Ｂ水準に新たな類型を
設けることになった。
　新たな類型は、「医師の派遣を通じ
て、地域の医療提供体制を確保するた
めに必要な役割を担う医療機関」と整
理。単独でＢ水準にはならない大学病
院や、地域医療支援病院などが対象に
なると考えられる。
　ただし、新たな類型のみでＢ水準の
指定を受ける場合は、単独の病院で定
める３６協定における時間外・休日労
働の上限は、年間960時間以内に収め
ることとする。
　Ｂ水準は、2036年度までに解消させ
るべき暫定的な措置とされている。こ
のため、Ｂ水準の病院は、医師労働時
間短縮計画を策定し、年間960時間を
超える時間外労働の医師の労働時間を
着実に減らしていく必要がある。今回

雇用ルートをみると、紹介会社経由の
採用は全体で24.8％。前回調査（27.0％）
と比べ、2.2ポイント低下した。２大
都市圏では30.9％、その他は21.7％だっ
た。紹介会社斡旋の場合の１人当たり
費用は平均88.1万円となり、前回調査

（69万円）と比べ19.1万円増加した。施
設当たりでみると、平均で567.7万円
を紹介会社に支払っている。
　看護補助職の新規雇用ルートをみる
と、紹介会社経由の採用は15.5％で、
２大都市圏では17.2％、その他は14.7％
だった。１人当たり費用をみると平均
で52.8万円となり、施設当たりでは平
均137万円を支払っている。
　常勤介護職は、紹介会社経由の採用
は20.4％で、２大都市圏では26.0％、
その他では17.8％だった。１人当たり
の費用は平均64.6万円で、施設当たり

ではないか」との意見も出たが、厚労
省は、Ｂ水準として、解消を目指すべ
きとの意向を示した。

厚労相が労働時間短縮目標で指針
　医師の労働時間短縮に向けて厚生労
働大臣が告示する指針案も示された。
　2035年度末までにＢ水準を解消する
ため、「医師の時間外労働短縮目標ラ
イン」を国が設定するとともに、関係
者が取り組む推奨事項を示す。基本的
な考えでは、「医師の働き方改革は、
医師の偏在を含む地域医療提供体制の
改革と一体的に進めなければ、長時間
労働の本質的な解消を図ることはでき
ない」ことを強調している。
　時間外労働の短縮では、2035年度末
に年間960時間以内に収めるため、３年
ごとの段階的な目標値を設定する。例
えば、2024年４月に年間1,860時間でス
タート。2027年に年間1,635時間、2030
年に年間1,410時間、2033年に年間1,185
時間、2036年に年間960時間といったよ
うに、目標値を設定する。働き方改革

でみると264.7万円だった。
　看護師の早期離職の状況をみると、
2019年度入職者のうち2019年度中に離
職した者の割合は、紹介会社経由が
14.2％、紹介会社以外は15.8％となり、
大きな差はない。早期離職の場合、紹
介手数料は返還されるが、１か月以内
の離職の場合の返還金は平均54.8万円
で、手数料の82％が返金されている。
　アンケートでは、紹介会社に対する
評価を知るため、推薦できる会社と推
薦できない会社を聞いた。推薦できな
い会社としてある一社に片寄った回答
が多くみられた。推薦できない理由と
して、「求職者と面談なく紹介し、ミ
スマッチが多い」「手数料値上げの圧力
をかけてきた」などがある。
　紹介会社の対応について見ると、「以
前から良かった」が22.9％、「最近よく
なった」が17.5％となり、改善傾向が
見られる。
　詳細は、全日病ホームページに掲載。
https ://www.a jha .or . jp/vo ice/
reports.html

の成果は、直線的な数値で現れるわけ
ではないが、様々な取組みの総合的な
成果として、このような目標の実現を
期待する。厚労省は、改めて整理する
との意向を示した。
　関係者に推奨される事項は、行政

（国・都道府県）、医療機関（使用者）、
医師、国民に分ける。医療機関に対し
ては、◇適切な労務管理◇タスク・シ
フト／シェア◇医師の健康確保◇診療
科ごとの事項◇計画のPDCAサイク
ル◇高度特定技能育成計画に関する相
談体制─を例示した。医師に対しては、
自主的な取組みや、自己の労働時間を
把握し、副業・兼業先の労働時間を適
切に自己申告することを求める。

紹介会社斡旋の医師採用に１人当たり332.5万円

医師の時間外労働規制でＢ水準の新たな特例を設ける

医療従事者委員会

厚労省・医師の働き方推進検討会

2大都市圏では新規雇用の３割が紹介会社経由

複数病院勤務で960時間を超える場合を対象に

の新たな類型においても、
それが求められる。
　その場合に、追加的健康
確保措置を実施し、労働時
間短縮の責務を負う病院に
とっては、時間外労働を減
らすために、医師を引き揚
げる判断が現実的になる可
能性がある。そのことを懸
念する意見が、検討会で相
次いだ。厚労省は、医師の
派遣が行われなくなり、地
域医療が重大な影響を受け
ることがないよう、地域の
医療提供体制全体の中で検
討すべき課題とし、さらに
整理する必要があると説明
した。
　また、新たな類型の場合
は、「2036年度までに特例
を解消することは難しいの
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　厚生労働省は９月25日、来年度概算
要求を公表した。新型コロナ対応など
の経費は、年末までの予算編成過程で
決定するため、要求額に含めず、今年
度予算と同水準の約33兆円（32兆9,895
億円）を計上した。厚労省予算の大部
分を占める医療や介護など制度に基づ
く社会保障費も、高齢化などで給付費
が伸びる自然増が、現時点では見込め
ないため、今年度と同額（30兆8,562億
円）。全体の姿がみえにくい異例の概
算要求となった。
　最近の概算要求では、医療や介護な
どの社会保障費が次年度にどれだけ伸
びるかを見込み、一定の枠（シーリン
グ）により、増加分の一定額を抑制す
ることを踏まえた要求を行ってきた。
基本的には、高齢化等で伸びる部分に
ついては、厚労省の要求を財務省は認
めており、その枠内での増減が予算編
成過程で行われる。
　来年度の要求額は、自然増を含まず
に今年度と同額の30兆8,562億円。厚
労省は、新型コロナの影響で、今年度
の経費が予測できず、来年度の伸びが
見込めないためと説明した。特に、４
～６月の患者減による医療費の落ち込
みがあり、夏以降の状況が把握できて
いない。
　自然増の増額を見込むことができれ
ば、一定の枠内で、例年通り、様々な
制度改正の財源配分が行われる。来年
度は介護報酬改定があり、また、これ

まで２年に１度だった薬価改定が毎年
行われる最初の年度となる。ただ、現
在薬価調査が行われているが、実施の
是非は新型コロナの影響を勘案し、決
定することになっている。そのほか、
社会保障・税一体改革やアベノミクス
の新三本の矢に含まれる事項も、予算
編成過程で取扱いが決まっていく。
　厚労省の裁量的経費による施策につ
いては、例年であれば、予算配分のメ
リハリをつけるため、全体の予算削減
とあわせ、重点事項への手厚い配分を
実施するための政府全体の枠を設け、
そこへの要望事項を概算要求で示して
きた。今回は新型コロナ対応など「緊
要な経費」を予算編成過程で配分する。
しかし全体の規模は示されておらず、
要求額には含めなかった。これらを踏
まえると、約33兆円に、自然増と「緊
要な経費」が加わり、数兆円規模の予
算が上積みされることになる。
　厚労省の政策予算は、「ウイズコロ
ナ時代に対応した社会保障の構築」と
され、「緊要な経費」を除いた要求額が
記載された。重点事項の柱は、①ウイ
ズコロナ時代に対応した保健・医療・
介護の構築②ウイズ・ポストコロナ時
代の雇用就業機会の確保③新たな日常
の下での生活支援─とした。全体とし
て今年度と同水準となっている。

３本の柱で緊要・新規予算など要求
　「ウイズコロナ時代に対応した保健・

医療・介護の構築」では、まず「新型
コロナと戦う医療・福祉提供体制の確
保」がある。多くが今年度の第一次、
二次補正での対応を継続する新規予算
となっている。金額は予算編成過程で
の検討となる。
　具体的には、いずれも新規で、◇受
入れ病床の確保や療養体制の確保など
新型コロナ感染症緊急包括支援金によ
る体制整備◇新型コロナ患者受入れ医
療機関等における陰圧化等の施設整備
◇介護・福祉サービス提供体制の継続
支援◇福祉施設における感染防止対策
◇福祉医療機構による医療・福祉事業
者への資金繰り対策◇国立病院機構に
おける医療提供体制の整備─がある。
　情報の効率的な取得や医療用物資・
医薬品原薬などの確保では、「医療機
関等情報支援システム（G-MIS）の機
能拡充等」、「医療のお仕事Key-Net等
を活用した医療人材の確保」、「マスク
等医療用物資の備蓄・医療機関等への
配布」、「医薬品の安定確保のための施
設整備や備蓄への支援」の新規予算を
要求する。検査体制の充実やワクチン・
治療薬の開発・確保でも同様に、様々
な項目を掲げた。
　PCR検査関連では、抗原検査を含
めた行政検査の費用や、高齢者や基礎
疾患のある人への検査の支援、民間調
査機関の活用、検査試薬の買上げ、検
疫所の検査体制強化などを実施する。
保健所の強化では、応援派遣のための

潜在看護師を活用した人材バンクの創
設や、新型コロナウイルス感染者情報
把握・管理システム（HER-SYS）の改
修をあげた。現在開発が進められてい
るワクチンの買上げや、日本医療研究
開発機構（AMED）での研究開発支援
の費用も要求した。
　一方、地域医療構想・医師偏在対策・
医療従事者の働き方改革は、新型コロ
ナにより議論が中断した分野であり、
基本的に新型コロナ関連の予算は入っ
ていない。今年度とほぼ同額の1,064
億円を計上した。
　地域医療介護総合確保基金の要求額
は、前年度と同額の796億円。地域医
療構想では、病床の機能分化・連携を
進め、医師偏在対策では、医師確保の
ための感染防止対策の研修の支援も盛
り込んだ。勤務環境改善に取り組んで
いる医療機関に対しても、引き続き支
援を行う。
　地域医療構想を推進するための病床
機能再編支援では、今年度に創設した
病床ダウンサイジング支援を継続する。
2021年度は消費税財源を用いることを
明確化する法改正を行う予定となって
いる（84億円）。
　そのほか、医療提供体制の整備関連
の新規予算をみると、医師少数区域等
で勤務した医師を認定する制度が今年
度から始まったことから、予算を２億
円から４億円に倍増させている。医師
の働き方改革の準備の新規予算では、
「評価機構」の設立の準備で２億円を
要求した。

来年度の概算要求は今年度と同水準の約33兆円を計上
厚労省 新型コロナ対応緊要予算や医療などの自然増分は含めず

　厚生労働省の「医療計画の見直し等
に関する検討会」（遠藤久夫座長）は10
月１日、新興・再興感染症に対応でき
る医療提供体制を整えるための議論を
開始した。新型コロナの感染拡大を踏
まえ、近く議論される感染症法等にお
ける今後の対応を踏まえ、医療計画や
地域医療構想、外来機能の分化・連携
における取扱いを検討することを確認
した。同日の検討会では、医療計画の
５疾病・５事業および在宅医療に、新
興・再興感染症を加えるべきとの意見
が相次いだ。
　新型コロナの感染拡大により、都道
府県が策定する感染症法に基づく「予
防計画」や、５疾病・５事業および在
宅医療の医療提供体制を整備する「医
療計画」が想定しない事態が生じた。
　その結果、地域により病床や医師・
看護師、医療用物資が逼迫した。感染
症対応における医療機関間の役割分担
や連携も課題となった。新型コロナの
ような感染症が定期的に流行しても、
医療崩壊を起こさず、柔軟に対応でき
る医療提供体制が求められている。
　なお、５疾病は◇がん◇脳卒中◇急
性心筋梗塞◇糖尿病◇精神疾患─。５
事業は◇救急医療◇災害時における医
療◇へき地の医療◇周産期医療◇小児
救急医療を含む小児医療─である。
　一方で、超高齢社会や人口減少とい
う中長期的な変化に対応するための医
療提供体制を構築する作業が進んでい
る。地域医療構想はその代表だが、新
型コロナの感染拡大で、診療実績の乏
しい公立・公的病院の再編統合を行う
ための議論が中断した。また、外来機
能の分化・連携を推進するための議論
も別途進める予定となっている。
　８月24日の社会保障審議会・医療部

会において、中断していた地域医療構
想や外来機能の分化・連携の議論を再
開することが確認された。ただ、新型
コロナの感染拡大を踏まえた議論とす
る必要があり、感染症法等における今
後の対応の整理を行った上で、議論を
再開することが必要になった。
　感染症法等における今後の対応は、
同検討会が置かれている医政局ではな
く、健康局の会議で議論される予定。
それを踏まえ、冬にならないうちに、
医政局での議論を始めたい考えだ。

医療計画への追加に賛成相次ぐ
　新型コロナのような新型ウイルスに
よる感染症は、今後定期的に発生する
可能性が高いと言われる。それに備え、
「新興・再興感染症」を医療計画の５
疾病・５事業および在宅医療に追加す
べきとの意見が、同日の検討会で委員
から相次いだ。
　日本医師会の城守国斗委員は、「こ
れまでは幸いなことに、感染症がここ
まで医療提供体制に影響を与えること
はなかった。今後に備えるために、医
療計画に入れるべき」と主張した。
　全日病副会長の織田正道委員も、「こ
れまで、このような感染症のリスクマ
ネジメントが医療計画で想定されてい
なかった」と述べ、追加に賛成した。
　また、佐賀県において、地域医療構
想を推進するための地域医療構想調整
会議などの開催により、医療機関の役
割を話し合う土壌ができていたことが、
「新型コロナ患者を受け入れる病院と、
受け入れずに一般医療を担う病院の役
割分担ができた」ことにつながったと
の認識を示した。
　一方、健康保険組合連合会理事の幸
野庄司委員は、「新興・再興感染症へ

の備えと医療計画や地域医療構想での
提供体制の整備は性格が異なると思う。
新型コロナについても症状に応じた受
入れ先が整理され、病床が確保される
ようになった。医療計画には入れずに、
感染症法に基づく予防計画で対応すれ
ばよいのではないか」と慎重な議論を
求めた。
　奈良県立医科大学教授の今村知明委
員は、「感染症は非常時、医療計画は
平時の対応で、元々発想が異なり、調
整が難しいが、調整を図る必要がある」
と述べた。また、地域医療構想との関
連では、「今回の経験で、余力がない
と受け入れられないことがわかった。
地域医療構想の推進で、急性期病院が
減ると、余力が削がれる」と、地域医
療構想の見直しも必要とした。
　外来機能の分化・連携については、
NPO法人の山口育子委員が、「時間的
な余裕もないので、当面は（外来版地

域医療構想の創設には踏み込まず）全
世代型社会保障検討会議の要請に応え
ることに注力すべきではないか」と述
べた。全世代型社会保障検討会議の中
間報告では、紹介状なし受診での定額
負担義務化を200床以上の一般病院ま
で拡大することが盛り込まれている。
　同検討会には、「医療計画」、「地域医
療構想」、「在宅医療、医療・介護連携」
の３つのワーキンググループがある。
このため、「在宅医療、医療・介護連携」
でも、新型コロナ対応を議論すべきと
の意見が出た。織田委員も、「介護施
設などが感染症のクラスターになって
いる。在宅医療を含め連携した議論が
求められる」と賛意を示した。

新興・再興感染症に対応した医療提供体制の議論を開始
厚労省・医療計画見直し等検討会 感染症法等での今後の対応踏まえて
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　厚生労働省の「医療情報の提供内容
等のあり方に関する検討会」（尾形裕也
座長）は９月24日、外国人患者への対
応など医療機能情報提供制度の追加項
目を了承した。当初案では、外国人患
者への対応は病院のみとしていたが、
診療所にも広げる方向になった。報告
内容を含め、見直し案を次回会合で示
すことになった。
　医療機能情報提供制度は、患者・住
民が医療機関を適切に選択することに
役立てるため、都道府県がインター
ネットを通じて情報提供するもの。現
在、全国統一システムの構築に向け、
検討を進めている。令和２年度診療報
酬改定に伴う見直しも行う必要がある。
　同日は、医療機関などに報告義務を
求める事項について、◇外国人患者へ
の対応◇病院の機能分類◇受動喫煙◇
産婦人科以外の診療科での妊産婦の診
療に積極的な医療機関─を新たに加え
ることを了承した。

　ただ、外国人患者への対応について
は、報告義務対象や報告の内容につい
て、様々な意見があった。
　外国人患者への対応では、①担当職
員の配置など外国人患者への総合的な
対応②通訳者の配置③多言語翻訳シス
テムの有無─を追加する。当初案では、
担当職員の配置など外国人患者への総
合的な対応は病院のみが義務となって
いた。
　しかし、診療所も対象にすべきとの
意見が相次いだ。「外国人患者への対
応に積極的に取り組んでいる診療所が
あり、その情報が伝わらない」、「義務
は報告で、実施を求めているわけでは
ない」ためで、日本医師会常任理事の
城守国斗委員も賛成した。
　また、体制が整っていると認められ
る総合的な対応のあり方や、通訳者の
配置と多言語翻訳システムの関係など
で様々な意見があった。日本医療法人
協会副会長の小森直之委員は、「夜間

に通訳者を配置するのは、大病院でも
難しいと思う。翻訳アプリを使うこと
になるが、多言語といっても基本は英
語になる。あまり細かく規定すると、
多くの病院は対応できなくなる」と述
べた。
　他の項目で、「産婦人科以外の診療
科での妊産婦の診療に積極的な医療機
関」を新たに加えることは、2020年度
診療報酬改定に関連する。妊婦加算が
昨年１月に凍結され、今年４月に廃止
された。一方で、妊産婦に配慮した医
療提供体制を構築するための検討が行
われた。その結果、医療情報提供制度
に妊産婦に配慮することに積極的な医
療機関を記載することが求められたた
め、これに対応することになった。

看護師特定行為を広告事項に追加
　医療広告規制を見直し、特定行為研
修を修了した看護師の業務内容を広告
できることも了承した。具体的には、

新たに広告可能となる事項に、「特定
行為を手順書により看護師が実施して
いる業務の内容」を加える。
　その際に、業務に関連する事項とし
て、「チーム医療や医師の働き方改革
を推進している旨を併記する場合に限
る」とした。これに対して、「看護師の
特定行為は、チーム医療や医師の働き
方の推進の目的だけで創設されたもの
ではないのに、それに限定されている
ように感じられる」との指摘があった。
　一方で、「チーム医療や医師の働き
方改革推進の一環として、今回追加す
る項目と認識している」との意見も
あったため、改めて整理案が示される。

外国人への対応を都道府県の医療機能情報提供制度に追加
厚労省・医療情報検討会 担当職員や通訳者配置、多言語システムに対応

　厚生労働省は９月29日、2019年の医
療施設調査と病院報告を公表した。病
院数が前年に比べ減少する一方、一般
診療所は増加し過去最高となった。
　2019年10月現在の病院数は8,300施
設で、前年に比べ72施設減少した。病
院は減少傾向で、2008年に９千施設を
下回った。一方、一般診療所は10万
2,616施設で511施設増えた。一般診療
所は増加傾向で、2014年に10万施設を
超えた。ただ、有床診療所は6,644施
設で290施設減少。無床診療所が９万
5,972施設で801施設増えた。

　厚生労働省は９月30日、2021年度税
制改正要望を財務省に提出した。
　地域医療構想の推進に向けて、医療
機関の再編統合を行う際の民間医療機
関への税制優遇を求めた。公立・公的
医療機関は税負担がないため、不公平
を解消するのが狙い。地域医療構想調
整会議で合意された対応方針に基づく
再編統合で取得した資産（改修含む）
の不動産取得税や固定資産税、登録免
許税を軽減する。
　新型コロナ関係では、ワクチンの早
期実用化を目指し、研究開発を支援し
ていることを踏まえ、新型コロナのワ
クチンも、予防接種法等に基づく健康
被害の救済給付に対する税制措置を講
じることを要望した。救済給付に対し

　全日病ホームページに掲載している
『みんなの医療ガイド』へのアクセス
が好調だ。９月18日の広報委員会で報
告された８月のアクセス解析結果によ
ると、全体のアクセス件数は31万
3,182、訪問者数は27万3,183人となり、
ともに前月に比べ増加した。
　閲覧されたページを見ると、『みん
なの医療ガイド』が29万1,534となり、
全体の7割以上を占めている。『みんな
の医療ガイド』へのアクセスは、前月
に比べ、81.2%の増となり大きく増えた。
　特に検索エンジンを経由したアクセ

　病床数は全体で162万97床。前年よ
り２万1,371床減少した。病院は152万
9,215床で１万7,339床減少、一般診療
所は９万825床で4,028床減少、歯科診
療所は57床で４床減少となった。
　2019年の病院の１日平均在院患者数
は123万4,144人で、前年に比べ1.0％減
少、１日平均外来患者数は132万4,829
人で、0.7％減少である。平均在院日
数は27.3日で、前年に比べ0.5日短く
なった。このうち「一般病床」は16.0日
で0.1日、「療養病床」は135.9日で5.6日
短くなっている。

ては、支給される金銭への公課や権利
の差し押さえ禁止や、医療費への消費
税の非課税などが定められている。
　特別償却制度は、次の項目の２年延
長を要望。項目は、①医療機関が医療
勤務環境改善支援センターの助言で作
成した計画に基づき、取得した器具・
備品などの取得価格の15％を特別償却
②病床の再編等のために取得・建設し
た建物・附属設備の取得価格の８％を
特別償却③取得価格500万円以上の高
額な医療機器の12％を特別償却─。
　また、持分あり医療法人が基金拠出
医療法人に移行する場合、持分を基金
として拠出するが、その一部が配当と
みなされ課税される。円滑な移行が阻
害されており、納税猶予を要望した。

スが大きく増加。検索キーワードを見
ると、８月の猛暑を反映して、「熱中症」
に関するキーワードが上位を占めた。
関連するキーワードとして、「嘔吐」、
「寒い」「関節痛」「息苦しい」「体温」な
どが見られる。そのほか、食中毒や
PCR検査費用などの検索が前月に比
べて増加した。
　正しい医療情報を提供することで適
切な受診を促すことが大切。会員病院
においても、こうした患者ニーズの傾
向を把握し、ホームページの改善・充
実に活かしてはどうだろうか。

病院数は8,300施設に減少へ 厚労省が税制改正要望

みんなの医療ガイドへのアクセスが増加
全日病ホームページ 熱中症で検索 一冊の本　book review

2050年世界人口大減少
著者●ダリル・ブリッカー／ジョン・イビットソン
訳●倉田幸信
解説●河合雅司
発行●文藝春秋
定価●1,800円＋税
　世界版の『未来の年表（河合雅司 著）』とでもいうべき
本書では、将来の世界の人口が国連の人口予測を大きく
下回ることが示唆されている。世界中で少子高齢化が勢
いよく進展していくさまとその理由が丁寧に描かれているが、その先頭をひた走るのが
日本である。
　他国では人口減少にどのように対応しているのか、また日本では今後どのように対応
していくのか。世情をつかむためにも、ぜひ手に取っていただきたい。� （安藤高夫）
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■ 現在募集中の研修会（詳細な案内は全日病ホームページをご参照ください）
研修会名（定員） 日時【会場】 参加費 会員（会員以外） 備考

医師事務作業補助者研
修（福岡開催）
� （65名）

第１日目（講義・演習）2020年11月12日（木）
第２日目（講義・演習）2020年11月13日（金）
【リファレンス駅東ビル貸会議室】

33,000円（税込）
※受講料、テキスト料、

昼食代を含む

「医師事務作業補助体制加算」は医師不足解消の一助として注
目されている。研修を修了し、レポートを提出した方に修了
証を授与する。修了証は加算算定の研修要件を満たしている。

医療安全管理体制相互
評価者養成講習会
【運用編】
� （100名）

2020年12月12日（土）・13日（日）
【全日病会議室】ハイブリッド形式（会場参加
またはWEB参加（Zoom 使用）いずれも可）
で開催。自宅や職場からの参加も可能。

27,500円（33,000円）（税込）
※受講料、テキスト代、

昼食代を含む。

「医療安全対策地域連携加算」に適切に対応するため、『医療安
全管理体制相互評価の考え方と実際』をテキストに、相互評
価の実務を想定した講習会を開催する。

　厚生科学審議会の感染症部会（脇田
隆字部会長）は９月25日、新型コロナ
ウイルス感染症の感染症法の運用を見
直し、入院措置を重症者等に限定する
方針を了承した。
　政府の新型コロナウイルス感染症対
策本部が８月28日に決定した「新型コ
ロナウイルス感染症に関する今後の取
組」では、発熱患者が多発すると予想
されるインフルエンザ流行期に、医療
資源を重症者に重点化するために、感
染症法に基づく入院勧告等の権限の運
用を見直す方針を示していた。
　感染症部会では、新型コロナウイル
ス感染症の入院措置を患者に一律に適
用するのではなく、入院が必要な人を
明確化する方針を了承した。具体的に
は、高齢者・基礎疾患を有する人、妊
婦などの『重症化リスクのある人』や
『重症者』に入院措置を限定する方向だ。
　現在、地域により感染状況は異なっ
ており、軽症も含めて感染者を全員入
院させる地域もあれば、無症状者等を
自宅療養させている地域もある。今後
は、感染拡大を防ぐ目的で都道府県知
事が「入院が必要」と判断する人につ
いて、柔軟に入院措置を実施できるよ
う、規定を整備する。
　無症状や軽症で、入院の必要がない
と判断された人には、今後も引き続き
感染拡大防止のために、宿泊療養や自
宅療養を求める。
　委員からは、「高齢者と子どもが同
居するケースも多いので、入院措置に
ついて国民に情報提供をきちんと行う
べき」との意見があった。厚生労働省
は、「メッセージの発信の仕方は慎重
に考えていく」と応じた。

　日本病院団体協議会は９月18日に代
表者会議を開き、主に政府の予備費を
活用した新たな新型コロナ対策をめぐ
り議論した。医療機関への支援を中心
に、約１兆２千億円が措置されたこと
を評価する声が上がった。
　議長で日本病院会の相澤孝夫会長は
会見で、「厳しい財政事情の中、財務
省との折衝で、厚労省が頑張って獲得

　四病院団体協議会は９月30日に総合
部会を開き、最近の医療行政をめぐり
議論した。新たな医師偏在指標に基づ
く医師少数区域などへの医師確保策が、
今後、都道府県が中心となって本格化
していくことを踏まえ、四病協として
医師の絶対数が不足していることを改
めて訴えるべきとの意見が出た。

　この他、「宿泊療養の充実が必要」「自
治体により入院勧告の対象が変わるこ
とに、法律上の問題はないのか」など
の意見があった。
　厚労省は、10月に政令改正を行う予
定だ。

鼻腔ぬぐい液は自己採取が可能
　部会は、新型コロナの検査の検体に
「鼻腔ぬぐい液」を新たに追加するこ

した予算であり、我々への配慮があっ
た」と述べた。
　第一次、二次補正予算で、都道府県
の予算執行における審査基準や給付の
期日に格差があったことを踏まえ、国
が直接給付する対応が行われたことも
評価した。
　一方、全日病、日本病院会、日本医
療法人協会の３病院団体の経営調査の

　日本病院会の相澤孝夫会長は会見で、
「全体として、医師数は西高東低の状
況にあるが、全国的に、人口減の影響
が大きい地方で医師をどう確保するか
が大きな課題。一方、大学病院が所在
する地域は（医師偏在指標では）医師
が多いことになるが、大学病院の医師
は必ずしも臨床に携わっていない。そ

とも了承した。
　鼻腔ぬぐい液は患者自身が採取する
ことも可能で、その場合は医療従事者
のウイルスへの暴露は限定的であり、
検体を扱う際の感染防護はサージカル
マスクと手袋でよい。医療従事者が検
体を採取する場合は、フェイスガード
やガウン等も装着する必要がある。
　厚労省は部会の承認を受けて10月２
日、鼻腔ぬぐい液を検体として活用で

結果をみると、７月は４～６月と比べ、
回復傾向は示しているが、依然赤字が
続き、病院経営は危機的な状況にある。
新型コロナ患者を受け入れている病院
だけでなく、受け入れていない病院も
新型コロナの影響は大きいことから、
引き続き病院経営への支援を訴えてい
く考えも示した。
　また、副議長で日本リハビリテー

れを考慮しないと、一般病院での医師
不足が適切に反映されないことにな
る」と述べた。
　また、厚生労働省は、診療所の医師
の多寡を可視化する外来医師偏在指標
も地域別に示している。それによると、
無床診療所が都市部に偏り、人口減の
影響が大きい地方で少ない。これを踏

きることを通知で示すとともに、新た
に「新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）病原体検査の指針（第１
版）」を公表した。これまでの「SARS-
CoV-２抗原検出用キットの活用に関
するガイドライン」は廃止された。

ション病院・施設協会の斉藤正身会長
は、新型コロナによる感染や濃厚接触
による自宅待機で、一時的に休職した
職員が、メンタル面の問題が生じ、職
場に復帰しても以前の勤務に戻れない
状況や、退職してしまうケースなどが
あり、それにより職員不足に陥る施設
が出ていることを報告。こうした問題
への支援も必要と訴えた。

まえ、「地方では診療所も不足してい
る。そのような地域では、地域密着型
の中小病院が外来・在宅医療の機能を
担い、医療を提供しないと、地域は持
たない」との意見が出たという。限界
集落のような地域では、オンライン診
療の活用や集住の検討が避けられない
との指摘もあった。

コロナ患者入院措置を重症者等に限定へ

予備費活用による新たな新型コロナ対策に一定の評価

医師偏在対策で医師の絶対的不足を訴えていくべき

厚労省・感染症部会 都道府県知事の判断で柔軟な対応も可能に

新型コロナ患者を受け入れていない病院への支援も求める

大学病院の所在する地域でも医師不足四病協・総合部会

日病協・代表者会議
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